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研究成果の概要（和文）：本研究はICTと授業、そして教師の３つに着目して連関モデルを構築することを目的
とした。研究開始当初はCOVID-19の蔓延により対面での調査が叶わなかったが、その環境下での教師のICT活用
に焦点を当ててインタビュー調査を行った。結果、１）アフォーダンス理論に基づく教師の環境適応と２）技術
受容モデル（TAM）を参考にした日本語教師のICT活用における意思決定モデルを構築することができた。
１）については、教師は環境変化により自身の行動についてより気づきやすくなるということが分かり、２）に
ついては研究当初に掲げたコストにはICTを使うための学習時間も入るということが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to construct a linkage model focusing on ICT, 
classes, and teachers. At the beginning of the study, a face-to-face survey was not feasible due to 
the prevalence of COVID-19, but interviews were conducted focusing on teachers' use of ICT in that 
environment. As a result, we were able to construct a decision-making model for Japanese language 
teachers' use of ICT with reference to 1) teachers' adaptation to the environment based on 
affordance theory and 2) the Technological Acceptance Model.
Regarding 1), we found that teachers become more aware of their own behavior due to environmental 
changes. Regarding 2), we found that study time for ICT use is included in the cost (expense) that 
was initially set forth in the study.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
COVID-19による教育現場の変化について、本研究は実地調査を行い、ICT活用において教師にどのような影響が
見られるかを検証した。結果、教師は強制的な環境変化が起こるとICTを積極的に使用することが分かった。す
なわち自由意志ではなく強制力が使用への原動力となるということである。また、ICT使用に関しては、無意識
のうちに「コスト」を計算している傾向も見えた。コスト、すなわち費用と時間であるが、既存の研究において
は、ICTを使うことが前提となってきている。一方で本研究は、使用を躊躇する教師の情意面に焦点を当てて研
究を行い一定の知見を得られたため、今後の教師教育発展の一助となることが期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
日本語教育領域において、テクノロジー活用の意義を示す理論的研究や実証的研究は極めて少ない。
この現状を踏まえて、本研究では、ICT と 日本語教育における次なる一歩を踏み出すために、ICT を
使った授業の効果を実証的に検証することを試みる。その際に、既存の研究では触れられてこなかった
「費用（コスト）」という観点を加えた教育効果を測るための指針の開発を行う。最終的には、教育現場に
いる教師が自分自身で教育効果とコストを予測できるようになり、ICT をどのように使用するか、または使
用しないかの判断を下せるようになるための基礎情報の提供を目指す。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、ICT 活用授業における教育効果の測定方法を検証することである。従来の ICT を活
用した授業の教育効果測定では、授業前と後で学習者及び成績にどのような変化があったかを探るこ
とが多い。しかしながら、本研究では学習者及び成績の変化だけでなく、そこに教師の負担と費用面で
の費用（コスト）という新たな視点を盛り込むことで独自性を生み出す。ICT という領域の性質上、教師に
かかる負担と費用は看過できないからである。他方、導入への準備負担が高くとも、かかる費用が低く、
学習者への貢献が大きいのであれば、自身の教育現場への 導入を検討する教師も多いであろう。こ
れらのことから、本研究では、１）導入時の教師への負担、２）学習者の学習効果の増減、３）ICT 機 器
の費用の３つの関係を考慮した連関モデルを構築することを試みる。 
 
 
３．研究の方法 
上述の研究目的を達成するために、教師への聞き取り調査及び授業観察を行う。得られたデータをもと
に半構造化インタビューを実施する。 
 
 
４．研究成果（本研究課題の成果について、研究の主な成果、得られた成果の国内外における位置づ
けとインパクト、今後の展望などの点から記入すること。なお、学術研究においては当初予期していない
こと が起こることがあるため、そういった事象が起きたことにより得られた新たな知見なども記入する こ
と。） 
 
本研究の目的は、Information and Communication Technology（以下、ICT）を使った授業が「誰に」、
「どのような効果があるのか」を費用としてかかる「コスト」という観点を意識して実証的に明らかにすること
であった。この証明のために、Virtual Reality（以下、VR）を用いた実験的な授業を構築する際に、教師 
がどのような負担を感じるのか、どのような教育効果を発見できるのかということに焦点を当てて研究を
推進する予定であったが、COVID-19 の影響 で、教室でのデータ収集並びに被験者からの協力が得
ることができなかった。この状況を受け、初年度は ICT と日本語教育での実情調査を行うことを目標とし、
１）大学での日本語教育、２）国内の日本語学校、３）国外の日本語教育機関、４）地域日本語教育にお
ける COVID-19 の影響と対策についての聞き取り調査をオンラインで行なった。23 年度は、COVID-19
が終息を迎えつつある段階において日本語教師の ICT リテラシーにどのような変化が見られるのかに
ついて聞き取り調査を重点的に行った。その結果、完全なる従来型の授業への回帰思考と COVID-19
を経て身に付けた ICT スキルをどのように取り入れるべきかで思案する層の二つのグループがあること
がわかった。最終年度は、研究の集約として教師が ICT を使用する際の意思決定に焦点を当てて研究
を推進した。参考にしたものは Davis & Warshaw（1989）技術受容モデル（Technological Acceptance 
Model）であり、このモデルを援用して日本語教師の ICT活用に関するモデル構築を行った。 
以下に研究期間全体から得られた知見３点を整理する。 

 
（１） アフォーダンス理論に基づく教師の環境適応 

COVID-19による教育現場の変化については、Bailenson (2021)に譲るが、ギブソン（1979）は
アフォーダンス理論を「環境が個人に提供する意味」と説明している。COVID-19 で明らかに
私たちの教育環境は変わった。その中でも特に、授業形態が対面からオンラインへとシフトし
たことが大きいだろう。この教育形態の変化は教師が自身の振り返りを促すことに繋がること
がオンラインでの教師へのインタビューで明らかになった。対面授業では非言語コミュニケー
ションの助けもあり、教師の発話がそれほど目立つことはない。一方で、オンライン授業（同期
型・双方向型）となると教師が自室またはオフィスで画面に向かって話すことが多いため、自
身の発話量が対面授業時よりも際立って目立つということがわかった。 

 
（２） ICT使用への抵抗感 
最終年度は、ICT 使用への拒否感を持つ教師は、何に抵抗を感じているのかについて調査を
行った。ちょうど ChatGPTなどの生成 AIが隆盛となってきていたので、ChatGPTを使って授業



構築の支援を大学で教える２名の教員にお願いしてみた。ともに教育歴３０年以上のベテラン
教師であるが、彼・彼女らへの聞き取り調査の結果、「AIを使って何ができるかがわからない」と
いうものが両者から聞かれた。加えて、「AI が何をどのように処理しているか見えないのが気持
ち悪い」という意見が一名の教師から得られた。このことについてさらに聞いていくと、「ホワイト
ボードや紙は自分でコントロールできるが AI などの ICT は仕組みがわからないので使用への
抵抗感がある」との意見が聞かれた。対象物をコントール下に置きたいという考えは、制御欲求
と呼ばれる（）。によると、人間は対象物を支配下に置きたい傾向があるという。これに反する場
合、ストレスを感じるということである。また、後者の教師は「習得にかかる時間が膨大そうで、そ
れならば使わない」とも話していた。これらのことから、ICT 使用への抵抗感を持つ教師は、す
べての機能を把握したいという制御欲求や習得にかかる時間への抵抗感を示す可能性がある
ことが示唆された。 
 

（３） 日本語教師の ICT使用意思決定モデル 
上記の研究結果を踏まえて、最終年度は日本語教師が ICT を使用する時にどのような意思
決定をしているのかについて調査を行った。COVID-19 が蔓延した際はビデオ会議システムを
ほぼすべての教師が使うことができた。このことを本研究では教師のレジリエンス（村田，2022）
と呼ぶ。このようなレジリエンスは非常時には有効であるが、平時ではあまり効果がない。すな
わち環境要因でやらなくてはいけない状態であれば教師はどんな ICT でも使うようになるが、
平時では様々なファクターを考慮に入れて ICT を使用するかを考える傾向が窺えた。具体的
には先行研究でも指摘されている「使いやすさ」と「得られる効果」である。この二つは TAMとし
て提唱されたものであり、本研究の調査でも同様の意見が得られた。 

TAM には見られなかったものが、「コスト」の概念である。一般的にコストとは金銭面でのこと
を指すが、インタビューに協力してくれた教師からは「対象の ICT を使えるようになるまでの時
間」もコストとして考えているというコメントが得られた。加えて、上記の制御欲求も ICTを使用す
るかどうかの判断基準として考えることができるため、日本語教師の ICT 使用意思決定モデル
は次の図として表すことができる。 
ここで重要となるのが元来 ICT を好きな教師は諸要因を無視して「実際の使用（Actual Use）」
へと移行する。その一方で、ICT が
特段好きではない教師は、図の中
にある「使いやすさ」や「得られる効
果」、「時間とお金」、「すべての機能
を使いこなせるか（制御欲求）」の観
点から使用を検討するのではない
かということが分かった。 
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 ３．学会等名

伊藤秀明

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

【セミナー】テクノロジーに負けない教師を目指そう！

【セミナー】学習者のやる気を引き出すアクティブ・ラーニング

今だからこそ、もう一度考えたい オンライン授業の魅力と課題

オンライン授業の活かし方を考える ～立体的な授業をつくるために～

山田智久

山田智久

伊藤秀明



2022年

2022年

2021年

2021年

九州大学大学院人文科学研究院附属言語運用総合研究センター 社会連携特別セミナー（招待講演）

大阪大学 シンポジウム「自律学習に基づくオンライン日本語学習コミュニティの形成過程」（招待講演）

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ２．発表標題

伊藤秀明

伊藤秀明

山田智久

伊藤秀明、山田智久

 ３．学会等名

フランス日本語教師会勉強会（招待講演）（国際学会）

筑波大学 シンポジウム「日本語語彙辞書を利用した新たな研究」

 ２．発表標題

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

テクノロジー活用から考える学習環境と日本語教師

私たちは何を指針に授業を組み立てているのか～教師のビリーフからの振り返り～

日本語学習デジタルリソースのコストパフォーマンスについての検討

日本語学習環境とレジリエンス

 １．発表者名



2022年

2022年

2022年

2020年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

2021年度JFBKK主催オンライン日本語教育セミナー（招待講演）

2021年度JFBKK主催オンライン日本語教育セミナー（招待講演）

九州大学人文科学研究院附属言語運用総合研究センター社会連携特別セミナー

2020年度日本語教育学会秋季大会

山田智久・北村祐人・伊藤秀明・熊野七絵

山田智久、伊藤秀明

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

デジタルリソースのキュレーションを考える ～事例と視点の共有を目指して～

日本語教師のICTリテラシーを考える

ワークショップ 断捨離 私の授業に本当に必要なものは？

教育現場の変化を考える～これからのことばの教師に必要なこと～

 １．発表者名

 １．発表者名

山田智久、伊藤秀明

山田智久
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2020年
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2021年

〔産業財産権〕

〔その他〕
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 ３．書名
オンライン授業を考える
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 １．著者名  ４．発行年
山田 智久、伊藤 秀明

 ２．出版社
くろしお出版 192

 ２．発表標題

 ２．発表標題

2020年度JFBKK主催オンライン日本語教育セミナー（招待講演）（国際学会）

BATJ・JF共催 日本語教育セミナー（招待講演）

2020年度 第17回マレーシア日本語教育国際研究発表会（招待講演）
 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

山田智久

山田智久

山田智久

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

オンライン環境でのアクティブ・ラーニングー可能性と限界―

オンライン環境下での授業を考える ～日本語教師のためのICTリテラシーはどのように育成できるのか～

オンライン環境でのアクティブ・ラーニング
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